
宇宙政策委員会 基本政策部会の設置について 
平成 26 年 6 月 26 日 

 

１．設置の目的 

宇宙基本計画（平成 25 年 1 月 25 日宇宙開発戦略本部決定）において、「今後の安全保障に

係る宇宙開発利用については、「平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱」の見直しの結論も踏

まえて、推進していく必要がある」とされており、昨年 12 月に国家安全保障会議が新たに設置さ

れ、国家安全保障戦略が策定される等、我が国の安全保障政策体系及び推進体制は大きく変

化している。 

また、平成 27 年度宇宙開発利用に関する戦略的予算配分方針（平成 26 年 6 月 3 日内閣府

特命担当大臣（宇宙政策）から関係大臣に通知）において、衛星等の宇宙インフラを安定的・継

続的に開発・整備・運用し、適正な価格でサービスの提供を図ることは、我が国宇宙産業の基盤

維持に資するとともに、宇宙利用産業やユーザー産業等における宇宙利用の拡大にも資するも

のであり、「衛星等の宇宙インフラの開発・整備・運用等に係る中長期のビジョン等を検討する」と

している。「日本再興戦略」改訂 2014(平成 26 年 6 月 24 日閣議決定)においても、「衛星等の宇

宙インフラに係る中長期ビジョンの検討」が明記されている。 

上記を踏まえ、安全保障政策と連携した宇宙政策の在り方及び衛星等の宇宙インフラに係る

中長期のビジョンの検討等、今後の宇宙政策の在り方を広く検討するため、宇宙政策委員会に

「基本政策部会」（以下「部会」という）を設置する。 

 

２．検討事項 

部会の検討事項は以下の通りとする。 

（１） 安全保障政策と連携した宇宙政策の在り方 

（２） 宇宙開発利用及び基盤整備に関する中長期のビジョン 

（３） その他 

なお、具体的な検討に当たっては、必要に応じて、関係者の出席を得て、検討を進めることとす

る。 

 

３．委員構成 

部会の委員は、宇宙政策委員会令に基づき、宇宙政策委員会委員長（以下「委員長」という。）

が指名する。また、部会に部会長を置く。部会長は、部会に属する委員のうちから、委員長が指

名する。 

 

４． 庶務 

部会の庶務は、内閣府宇宙戦略室において処理する。 

 

５． その他 

前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が定める。 
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宇宙政策委員会 基本政策部会 委員名簿 
 

 

 

部会長 中須賀 真一 東京大学大学院工学系研究科教授 

 

    青木 節子 慶應義塾大学総合政策学部総合政策学科教授 

 

    片岡 晴彦 株式会社ＩＨＩ顧問、前防衛省航空幕僚長 

 

    久保 文明 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

    後藤 高志 株式会社西武ホールディングス代表取締役社長 

 

    白坂 成功 慶應義塾大学大学院  

          システムデザイン・マネジメント研究科准教授 

 

    松井 孝典 千葉工業大学惑星探査研究センター所長、 

          東京大学名誉教授 

 

    山川  宏 京都大学生存圏研究所         

  宇宙圏航行システム工学分野教授 

 

 

(五十音順、敬称略) 
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